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 論文審査担当者 

  主査 大阪大学教授 岡田 禎之 
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  副査 大阪大学准教授   田中 英理 

                             副査 関西外国語大学教授 大庭 幸男 

【論文内容の要旨】

この論文の目的は、生成文法（ミニマリストプログラム）の理論的観点から自然言語における構造構築は短期

記憶の量を最小限に保つよう制限を受けるという仮説を確立することであり、最小労力原理が、統語操作の適用

回数の最小性を求めるものではなく、統語部門のワークスペースにおける情報量の最小性を求めるものであると

主張することである。特に最小労力原理から Resistance to Congestionと Resistance to Extensionという二つの

原理が派生されると仮定し、それらの経験的妥当性を検証する。Resistance to Congestion とは、増加的操作で

ある Selectを制限する原理であり、減少的操作である Transferが適用可能である場合、Selectの適用を防止する

よう働く。一方、Resistance to Extension は、増加的操作であるMergeを制限する原理であり、その入力とな

る統語的構築物が最小かつ反復的なタイプのものであることを求め、最大投射に限定することを求める。2章・3

章では、Resistance to Congestionを、そして 4章・5章では、Resistance to Extensionを検証し、6章の結論で

は、二つの派生原理を中心とする全体の提案からいくつかの理論的帰結が導き出されることを示す。

2 章は、一般的に非顕在的移動とされる数量詞繰り上げ(QR)という移動の性質に焦点を当てる。英語の疑似空

所化構文(pseudo-gapping)の統語的派生における残留要素の移動が QR と同一の振舞いを見せるという事実に基

づき、疑似空所化構文の残留要素の顕在的位置が QRによって創出されることを示し、QRが顕在的統語部門で適

用されうることを主張する。

3 章は、先行研究で提唱されている位相(phase)理論において、連続循環的移動の着地点である脱出口が位相の

外縁部に創出されることを仮定し、その脱出口位置が、外縁部に基底生成される別の要素よりも外側に作られる

のか(外側外縁部仮説)、あるいは内側に作られるのか(内側外縁部仮説)を考察する。先行研究で提案されている外

側外縁部仮説には経験的問題があることを指摘し、内側外縁部仮説の経験的妥当性を主張する。前者は 2 章で検

証した疑似空所化構文の統語構造が先行研究の仮定のもとでは誤って生成不可能と予測されてしまうことによっ

て示され、後者は日本語のかき混ぜ移動(scrambling)において、CP 位相における脱出口が付加詞的話題(adjunct 

topic)要素の基底位置よりも内側に作られることを示すことで保証される。これらの論証の後、当該仮説が

Resistance to Congestionから導き出されること、形式意味論による意味産出も当該仮説のもとで適切に行えるこ

とを主張する。



4章は、付加詞の分布を制限する格隣接効果を取り上げる。先行研究に反して、格隣接効果が格素性の照合では

なく一致素性の照合に関わる制約であることを示し、格隣接効果が位相循環(phase cycle)という装置から導出され

ることを主張する。位相循環とは、Agree、Internal Merge、Transfer が位相主要部の導入後に適用されること

を求める統語派生装置であるが、このシステムにおいて Transferが適用可能な場合においてのみ Agreeが適用さ

れうるという Last Resort Principleを提案し、さらに Agreeを Internal Mergeの適用条件として仮定する。す

ると位相の補部領域では、派生の順序から格隣接効果が生じる構造は適切に生成できないことが説明される。

5章はMergeの中間投射への適用不可能性を扱う。まず、移動構造での付加詞併合の振舞いと付加構造での vP

前置の振舞いを英語と日本語を通じて分析することで、Merge が中間投射に適用されないことを示し、次に、そ

のような不可能性を原理的に導出するために、最大投射要素しか Merge の入力として認定されないという Local 

Extension Constraintを提案し、4章の考察内容と合わせて、これが従来の No Tampering Conditionより経験

的に妥当であることを検証する。

6章はまとめとして、2つの原理を中心にした全体の提案からいくつかの理論的帰結が得られることを指摘する。

【論文審査の結果の要旨】

本論文は生成文法理論の統語部門での文構造構築に関して、必要となるワークスペースを適切に制限するため

に 2 つの規制方法を提案し、それを英語・日本語の言語事実に基づいて実証しようとしたものである。その規制

方法とは、ワークスペースでの作業が終了した部分はできるだけ早くワークスペース外へ送り出し、極力ワーク

スペ－スを軽くせよ（移動が終了したら次の要素との併合の前に当該の部分構造をワークスペースから他部門へ

送り出す）、というものと、ワークスペースの負荷を高める移動や併合といった操作の入力となる要素を最小投射

や中間投射ではなく、最大投射のみに制限することで負荷を少なくするというものである。それぞれ、疑似空所

化構文、格隣接条件にまつわる構造、かき混ぜ移動というよく知られた言語事実を議論のベースに置き、丹念に

過去の研究の検討を行い、新たな解決策を提案し、これらの規制方法の妥当性を証明しようとしている。

疑似空所化構文については、様々な提案がなされてきているもののどの解決方法も不十分であり、非顕在的な

移動として想定されることの多い QR を顕在的な移動操作として利用することで、合理的な解決が可能となるこ

とを丁寧に議論している。また、格隣接条件として知られてきた言語事実に関して、それだけではなく他に類似

する状況がいくつもあることを指摘し、単に隣接条件を唱えるだけでは全てを統一的に説明することができない

ことを示し、筆者の提案する 2 つのワークスペース規制の方法を利用することで、統一的な説明が可能となるこ

とが議論されている。

全体的な構想として、言語生成装置の核心部分に直接関わる原則を提案することで、新しいシステム構築を目

指そうとしているものであるが、実際これらの原則の妥当性については、この論文で扱われた現象類だけではな

く、他の様々な言語現象の説明に有効であるかどうかを検証していくことが必要となるため、筆者の今後の研究・

検証がまだまだ求められる。一方で、自らの研究の指針を明確に打ち出すことに成功していると見ることもでき、

これを新たな出発点としての研究が期待されるものと考えられる。

ただ、問題がないということではなく、十分な検証がなされていない箇所も散見される。例えば、本論文では

移動や併合の対象として、主要部要素は除外され、全て音声部門で生じる移動と見なすとされているが、これを

統語的移動であるとする見解も一般的である。少なくともいくつかの事例に関して音声部門における移動とする

根拠をあげて議論する必要があったと考えられる。また、ミニマリストプログラムの最新の理論動向に照らした

場合、アップデートが必要と思われる議論内容もいくつか認められる。

しかしながら、これらの問題は今後の筆者の研究の発展によって善処されていくものであると期待されること

から、当該論文を博士（文学）の学位にふさわしいものと認定する。


